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特集：計画支援技術

はじめに
　鉄道現場の保守業務を担当する保守区では，毎月，勤務
計画表を作成しそれに沿って勤務を行っています。現在，
ほとんどの場合，勤務計画作成は担当者が作業内容，社員
の資格の有無，夜勤や休日出勤のバランスなど様々な条件
を考慮しながら手作業で作成しています。しかし，この作
業には多くの時間が掛かり，また担当者の計画作成スキル
に依存しているという問題点があります。
　このような現状の問題を解決する手段として，コン
ピュータを用いて勤務計画を自動作成する方法が考えられ
ます。コンピュータを利用することの利点としては，次の
ようなことを挙げることができます。

（1）勤務計画の作成時間を短縮することによって，作成担
当者の作業負担を軽減することができる。

（2）勤務計画を自動的に作成することによって，作成担当
者の経験や勘に頼ることなく，勤務計画を作成すること
ができる。

　これまで，鉄道分野では運転士や車掌といった列車乗務
員の勤務計画をコンピュータで自動的に作成することにつ
いての検討は行われてきました。しかし，保守区などの現
場での勤務計画の自動作成手法については，これまでほと
んど検討が行われていませんでした。そこで，ここではコ
ンピュータを用いて保守区向けの勤務計画を自動作成する
システムについて紹介します1）。

勤務計画の自動作成に必要な要件
　コンピュータを用いて勤務計画を自動的に作成するた
めには，基本情報，制約条件，評価指標が必要になりま
す。基本情報には，社員情報（名前・資格・グループなど），
カレンダー情報（特休公休日・特定4週基準日など），作業
予定（日時・内容・必要人数・資格など），休暇希望など
勤務計画を作成するために必要な情報が含まれます。また，
制約条件とは作成した勤務計画表が満たさなければいけな

い条件のことであり，法律上守らなければいけない条件や
鉄道保守現場で考慮される条件などが含まれます。例えば，
次のような制約条件が勤務計画作成に要求されます。

（1）休み希望日は休みにする。
（2）夜勤の翌日は非番にする。
（3）休み希望日の前日は夜勤にしない。
（4）各作業に必要な人数を割り当てる。
（5）各作業に必要な資格保有者を割り当てる。
（6）休日の連続勤務はしない。
（7）作業に必ず参加する人と参加できない人を区別する。
（8）月間の公休・特休の数は，所定の数と一致させる。
　これらの他にも様々な制約条件がありますが，全ての現
場で同じ制約条件が要求されるとは限りません。つまり，
勤務計画を作成するシステムでは制約条件を簡単に取捨選
択できる機能が必要になります。そこで，以下で紹介する
システムでは現場での状況に合わせて制約条件を選択する
ことができるようにしました。
　最後の評価指標では，各社員の勤務の平準化を考慮しま
した。具体的には，土日出勤数，夜勤数，休日間隔にバラ
つきがでないような勤務計画を作成することを目的としま
した。

勤務計画作成システム
　ここでは，初期情報の入力から勤務計画が確定するま
での手順について説明します（図1）。図1は大きく分けて，
勤務計画自動作成部と勤務計画修正部の2つから成ります。
勤務計画自動作成部では，コンピュータを用いて，与えら
れた条件を満たす勤務計画を作成します。コンピュータで
は，入力された基本条件，制約条件，評価指標から構築さ
れた数理モデルを最適化ソルバー（数理モデルを解くため
のソフトウェア）で求解しています。次いで，勤務計画修
正部では，作成担当者による勤務計画の確認・修正作業が
行われます。この修正では，コンピュータで考慮すること
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が難しい要件（例えば，技術継承のためにベテランと新人
のペアで作業させたいなど）を作成担当者が判断し，適宜
修正を加えることになります。なお，本システムには修
正された勤務計画が所与の制約条件を満たすかどうかの
チェック機能が搭載されていますので，人手による修正作
業も簡単かつ確実に行えるようになっています。

勤務計画作成システムの構成
　図1で示した勤務計画作成システムのシステム構成を
図2のように設計しました。入出力画面で作成担当者が入
力した情報はデータベースに数理モデルおよび最適化ソル
バーの対応形式に合わせて保存されます。勤務計画の自動
作成を実行するときには，入出力画面から最適化ソルバー
に命令が行き，最適化ソルバーはデータベースから必要な

情報を取得して，数理モデルの内容に合わせて計算を行い，
計算結果をデータベースに返します。データベースに保存
された計算結果を入出力画面に示すことで，出力された勤
務計画表を作成担当者が見ることができるようになります。
また，修正作業についてはデータベースを更新することで
対応しています。
　数理モデルと最適化ソルバーを分離することで，数理モ
デルのカスタマイズや最適化ソルバーの変更にも対応しや
すいものとしています。データベースは一般に広く利用さ
れているMicrosoft Accessを利用し，最適化ソルバーはフ
リーウェアのGLPK2）を用いました。

プロトタイプシステムの概要
　以上の内容を踏まえて，勤務計画作成システムのプロト
タイプシステムを構築しました。本システムは，勤務計画
作成に必要なデータと満たすべき条件を入力して，コン
ピュータに勤務計画を自動作成します。作成された勤務計
画は必要に応じて修正でき，修正後に条件を満たしている
かどうかの確認を行うことができます。これにより計画の
微調整を簡単に行うことができます。
　図3は，構築したプロトタイプシステムにおける社員情
報の入力画面のスクリーンショットです。ここでは，社員
の氏名や資格情報などに加えて，夜勤作業が行えるかどう

図1　勤務計画作成システム

図2　システムの構成

図3　社員情報の入力画面

勤務計画自動
作成システム

入力

・各人の情報
・カレンダー情報
・作業予定
・休暇希望

など 条件
自動
作成

：

公休

特休

特休

特休

：

日勤

公休

公休

公休

：

非番

日勤

非番

非番

‥日勤日勤夜勤Ｂさん

‥日勤日勤夜勤Ａさん

：：：：

‥日勤特休夜勤Ｄさん

‥日勤日勤日勤Ｃさん

‥4日3日2日 6日5日1日○月

勤務予定表

制約条件
・特休は月に４日
・夜勤の翌日は非番
・夜勤は公平に分担

：
修正・条件チェック

勤務計画自動作成部 勤務計画修正部

入
出
力
画
面

デ
ー
タ
ベ
ー
ス

数理モデル

最適化ソルバー



 2012.130

制約条件の設定  月途中での計画変更 

応援要員の設定  

かなどの仕事内容に関する属性も入力することができるよ
うになっています。また，本システムでは，複数のグルー
プを管理することもできるようになっていることから，各
社員の所属するグループ名もこの画面で入力することがで
きるようになっています。なお，勤務計画はグループ単位
で作成します。
　次に，制約条件の入力画面を図4に示します。ここでは，
各制約条件の横にあるチェックボックスを用いて数理モデ
ルで考慮する制約条件を簡単に選択することができるよう
になっています。なお，評価指標として考慮した各社員の
土日出勤数，夜勤数，休日間隔の差についても，これら各
指標の許容可能な数値（例えば，“各社員の夜勤数の差は3
日以内”など）をこの画面で入力することにより，勤務の
平準化を考慮した計画作成を行うことができるようになっ
ています。つまり，通常の数理モデルではこれらの指標を
最小化することを目的としますが，本システムではこれら
を制約条件として数理モデルに組み込み，入力した許容可
能な数値条件を満たす計画が作成可能かどうかを調べます。
　このように，図4に示した画面では制約条件の設定を行

いますが，この画面ではこの他にも月途中での計画変更や
応援要員の設定も行うことができるようになっています。
月途中での計画変更とは，突発的な作業が月途中に発生し
たなどの事情のために，勤務計画を変更せざるを得ない場
合に行う勤務計画の変更のことです。計画変更を行う場合，
本システムでは新たな作業情報などを入力してから，再度
コンピュータによる計算を実行します。このとき，できる
だけ変更箇所が少なくなるように，または変更の影響を受
ける人数が少なくなるように計画変更を行うことが望まれ
ます。そこで，本システムにおいて，月途中での計画変更
を実施する際には，これらの評価指標を最小とするような
勤務計画を作成することを目的とします。一方，応援要員
の設定では，予定された作業を行うための人数が足りない
場合に，他グループからの要員を要請することができます。
本システムにおいて応援要員を設定する場合，応援要員の
最大人数も入力することができます。また，本システムに
より作成された勤務計画表において，応援要員は仮想作業
員と表示されます。この場合は，他グループのメンバから
仮想作業員として作業を担当する社員を手動で選択します。

図4　制約条件の設定画面
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　最後に，本システムが出力する勤務計画表のスクリーン
ショットを図5に示します。この画面では，入力された基
本情報（作業内容，年休希望など），コンピュータによっ
て作成された勤務予定，各社員の勤務時間や夜勤数などの
月単位での集計結果が表示されています。また，この画面
で出力された勤務予定を作業担当者が修正することができ
るようになっています。なお，本システムには図5の画面
をExcelファイルに出力する機能があり，作成した勤務計
画を簡単に配布できるようになっています。

システムの導入形態
　システムの導入形態としては，各保守区に1台ずつソフ

トウェアを用意して利用するスタンドアロン型と，セン
ターサーバにソフトウェアを用意して各保守区からネット
ワーク経由でアクセスするクライアント・サーバ型が考え
られます（図6）。本プロトタイプシステムはいずれの型に
も対応でき，導入形態に応じてより効果的な方法を選択す
ることができます。

おわりに
　保守作業現場に適用できる，様々な条件を考慮し日々の
異なる作業予定に対応した勤務計画を出力する勤務計画自
動作成システムの紹介をしました。本システムを用いるこ
とで，勤務計画作成担当者の負担が軽減され，担当者の勘
や経験に頼ることなく勤務計画を作成することが期待でき
ます。今後も引き続き，より実用的なシステム構築を目指
して研究を進めていきたいと考えています。
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